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次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
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（貸付け）

第１条 県は、この規則の定めるところにより、林業従事者等（林

業・木材産業改善資金助成法（昭和５１年法律第４２号。以下「法」

という。）第３条第１項に規定する林業従事者等をいう。以下同

じ。）及び認定中小企業者（中小企業者と農林漁業者との連携に

よる事業活動の促進に関する法律（平成２０年法律第３８号。以下

「農商工等連携促進法」という。）第１１条第１項に規定する認定

中小企業者をいう。以下同じ。）に対し、予算の範囲内におい

て、林業・木材産業改善資金を貸し付けるものとする。

２ 県は、前項に規定する場合のほか、林業従事者等及び認定中小

企業者に対する林業・木材産業改善資金の貸付けの業務を行う融

資機関（法第３条第２項に規定する融資機関をいう。以下同

じ。）に対し、予算の範囲内において、当該業務に必要な資金の

全部を貸し付けるものとする。

（貸付限度額並びに償還の期間及び方法）

第２条 前条第１項の貸付けに係る資金（以下「貸付金」とい

う。）の一林業従事者等ごと及び一認定中小企業者ごとの限度額

は、個人にあっては１，５００万円、会社にあっては３，０００万円、会社

以外の団体にあっては５，０００万円（木材産業に係る林業・木材産

業改善措置（林業従事者等が実施するものに限る。以下同じ。）

及び木材産業に係る林業・木材産業改善措置を支援するための措

置（認定中小企業者又は当該認定中小企業者が団体である場合に

おけるその構成員が実施するものに限る。以下「支援措置」とい

う。）を実施する場合にあっては、それぞれ１億円）とする。た

だし、知事が、林業経営若しくは木材産業経営の改善又は林業労

（貸付け）

第１条 県は、この規則の定めるところにより、林業従事者等（林

業・木材産業改善資金助成法（昭和５１年法律第４２号。以下「法」

という。）第３条第１項に規定する林業従事者等をいう。以下同

じ。）

に対し、予算の範囲内におい

て、林業・木材産業改善資金を貸し付けるものとする。

２ 県は、前項に規定する場合のほか、林業従事者等

に対する林業・木材産業改善資金の貸付けの業務を行う融

資機関（法第３条第２項に規定する融資機関をいう。以下同

じ。）に対し、予算の範囲内において、当該業務に必要な資金の

全部を貸し付けるものとする。

（貸付限度額並びに償還の期間及び方法）

第２条 前条第１項の貸付けに係る資金（以下「貸付金」とい

う。）の一林業従事者等ごと の限度額

は、個人にあっては１，５００万円、会社にあっては３，０００万円、会社

以外の団体にあっては５，０００万円（木材産業に係る林業・木材産

業改善措置

を実施する場合にあっては、それぞれ１億円）とする。た

だし、知事が、林業経営若しくは木材産業経営の改善又は林業労
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働に係る労働災害の防止若しくは林業労働に従事する者の確保を

図るために必要があると認める場合において農林水産大臣に協議

をしたときは、当該協議をして定めた額とする。

働に係る労働災害の防止若しくは林業労働に従事する者の確保を

図るために必要があると認める場合において農林水産大臣に協議

をしたときは、当該協議をして定めた額とする。

２ 貸付金の償還期間及び据置期間は、次の表のとおりとする。 ２ 貸付金の償還期間は、１０年（３年以内の据置期間を含む。）と

する。ただし、林業経営基盤の強化等の促進のための資金の融通

等に関する暫定措置法施行令（昭和５４年政令第２０５号）第７条第

１項に規定する資金であって林業経営基盤の強化等の促進のため

の資金の融通等に関する暫定措置法（昭和５４年法律第５１号）第３

条第１項の認定を受けた者が当該認定に係る同条第２項第３号の

措置を実施するのに必要なものにあっては１２年（３年以内の据置

期間を含む。）以内とし、林業労働力の確保の促進に関する法律

施行令（平成８年政令第１５３号）第３条第１項に規定する資金で

あって林業労働力の確保の促進に関する法律（平成８年法律第４５

号）第５条第１項の認定を受けた事業主が同法第６条第２項に規

定する認定計画に従って同法第５条第１項に規定する改善措置を

行うのに必要なものにあっては１５年（３年以内の据置期間を含

む。）以内とする。

貸付金の区分 償還期間 据置期間

１ 林業経営基盤の強化等の促進のた

めの資金の融通等に関する暫定措置

法施行令（昭和５４年政令第２０５号）第

７条第１項に規定する資金であって

林業経営基盤の強化等の促進のため

の資金の融通等に関する暫定措置法

（昭和５４年法律第５１号）第３条第１

項の認定を受けた者が当該認定に係

る同条第２項第３号の措置を実施す

るのに必要なもの

１２年以内 ３年以内

２ 林業労働力の確保の促進に関する

法律施行令（平成８年政令第１５３号）

第３条第１項に規定する資金であっ

て林業労働力の確保の促進に関する

法律（平成８年法律第４５号）第５条

第１項の認定を受けた事業主が同法

第６条第２項に規定する認定計画に

従って同法第５条第１項に規定する

改善措置を行うのに必要なもの

１５年以内 ３年以内

３ 農商工等連携促進法第１２条第２項

に規定する資金

１２年以内 ５年以内

４ 農林漁業有機物資源のバイオ燃料

の原材料としての利用の促進に関す

る法律（平成２０年法律第４５号）第９

条に規定する資金

１２年以内 ３年以内

５ 公共建築物等における木材の利用

の促進に関する法律（平成２２年法律

第３６号）第１２条に規定する資金

１２年以内 ３年以内

６ 前各号に規定する資金以外の資金 １０年以内 ３年以内

３ 省略

（借受資格）

第４条 貸付金の借受者たる資格を有する者は、次に掲げる者とす

る。

�～� 省略

� 支援措置を実施する認定中小企業者であって、次のいずれに

も該当しないもの

ア 金融業又は保険業を営むもの

イ 融資機関から取引の停止の措置を受けているもの又は手形

若しくは小切手の不渡りがあったときから６箇月を経過して

いないもの

ウ 暴力的不法行為を行うもの

エ 申込みに際し、金融業等を営む者への仲立ち、取次ぎ等の

活動を行う第三者を関与させ、又は関与させようとするもの

オ 事業を行うに当たり法令上必要となる行政機関の許認可等

を受けないで、当該事業を行っているもの

２ 前項に規定する借受者たる資格を有する者（同項第５号に掲げ

３ 省略

（借受資格）

第４条 貸付金の借受者たる資格を有する者は、次に掲げる者とす

る。

�～� 省略

２ 前項に規定する借受者たる資格を有する者
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る者を除く。）のうち、法人格のない団体にあっては、次に掲げ

る条件を併せ有するものでなければならない。

�・� 省略

（貸付資格の認定）

第５条 省略

２ 知事は、前項の認定（以下「認定」という。）の申請があった

ときは、その申請者（その者が団体である場合には、その団体又

はその団体を構成する者）が申請に係る林業・木材産業改善資金

をもって林業・木材産業改善措置（認定中小企業者である申請者

にあっては、支援措置）を実施することにより、その経営（認定

中小企業者である申請者にあっては、その支援する林業・木材産

業改善措置を実施する林業従事者等（その者が団体である場合に

は、その団体又はその団体を構成する者）の経営）を改善し、又

は林業労働に係る労働災害の防止若しくは林業労働に従事する者

の確保を図る見込みがあると認められる場合であって、当該林

業・木材産業改善措置（認定中小企業者である申請者にあって

は、その支援する林業・木材産業改善措置）の内容が次の各号

（認定中小企業者である申請者にあっては、第１号から第４号ま

で）のいずれかに該当するときに限り、認定をするものとする。

�～� 省略

３・４ 省略

（認定の取消し）

第１０条 知事は、貸付けの決定から貸付対象事業が完了するまでの

間に、林業・木材産業改善措置又は支援措置に関する計画が達成

できない見込みとなったときは、当該計画に係る認定を取り消す

ものとする。

２ 省略

（県貸付金の貸付けの手続等）

第１４条 省略

２・３ 省略

４ 第１条第２項の貸付けに係る資金（以下「県貸付金」とい

う。）の償還期間は、１６年（４年（農商工等連携促進法第１２条第

２項に規定する資金に係る県貸付金にあっては、６年）以内の据

置期間を含む。）以内とする。

５～９ 省略

（融資機関が行う貸付けの手続等）

第１５条 第２条から第６条まで及び第８条から第１３条までの規定

は、融資機関が行う林業従事者等及び認定中小企業者に対する林

業・木材産業改善資金の貸付けについて準用する。この場合にお

いて、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、

それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。

のうち、法人格のない団体にあっては、次に掲げ

る条件を併せ有するものでなければならない。

�・� 省略

（貸付資格の認定）

第５条 省略

２ 知事は、前項の認定（以下「認定」という。）の申請があった

ときは、その申請者（その者が団体である場合には、その団体又

はその団体を構成する者）が申請に係る林業・木材産業改善資金

をもって林業・木材産業改善措置

を実施することにより、その経営

を改善し、又

は林業労働に係る労働災害の防止若しくは林業労働に従事する者

の確保を図る見込みがあると認められる場合であって、当該林

業・木材産業改善措置

の内容が次の各号

のいずれかに該当するときに限り、認定をするものとする。

�～� 省略

３・４ 省略

（認定の取消し）

第１０条 知事は、貸付けの決定から貸付対象事業が完了するまでの

間に、林業・木材産業改善措置 に関する計画が達成

できない見込みとなったときは、当該計画に係る認定を取り消す

ものとする。

２ 省略

（県貸付金の貸付けの手続等）

第１４条 省略

２・３ 省略

４ 第１条第２項の貸付けに係る資金（以下「県貸付金」とい

う。）の償還期間は、１６年（４年

以内の据

置期間を含む。）以内とする。

５～９ 省略

（融資機関が行う貸付けの手続等）

第１５条 第２条から第６条まで及び第８条から第１３条までの規定

は、融資機関が行う林業従事者等 に対する林

業・木材産業改善資金の貸付けについて準用する。この場合にお

いて、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、

それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。

省略 省略

２ 省略

（書類の経由等）

第１６条 第５条第１項、第６条第１項及び第１２条第２項の規定によ

り知事に提出する書類は、当該書類を提出しようとする者が第４

条第１項第１号に掲げる者、同項第３号に掲げる者（同項第１号

に掲げる者の組織する団体に限る。以下「第１号団体」とい

う。）、同項第４号 に掲げる者及び同項第５号に掲げる者（同

項第１号に掲げる者、第１号団体又は同項第４号に掲げる者と連

携する認定中小企業者に限る。以下「第１号連携認定中小企業

者」という。）であるときはその者の住所地（当該住所地と林

２ 省略

（書類の経由等）

第１６条 第５条第１項、第６条第１項及び第１２条第２項の規定によ

り知事に提出する書類は、当該書類を提出しようとする者が第４

条第１項第１号に掲げる者、同項第３号に掲げる者（同項第１号

に掲げる者の組織する団体に限る。以下「第１号団体」とい

う。）及び同項第４号に掲げる者

であるときはその者の住所地
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業・木材産業改善措置又は支援措置の施行地とが異なる場合にあ

っては、当該施行地）をその地区内に含む森林組合法（昭和５３年

法律第３６号）第９条第２項第１号に掲げる事業を行う森林組合

（以下「森林組合」という。）を、第４条第１項第２号に掲げる

者、同項第３号 に掲げる者（同項第２号に掲げる者の組織する

団体に限る。以下「第２号団体」という。）及び同項第５号に掲

げる者（同項第２号に掲げる者又は第２号団体と連携する認定中

小企業者に限る。以下「第２号連携認定中小企業者」という。）

であるときは愛媛県木材製材協同組合（以下「県木協組」とい

う。）を通じ、所轄の地方局長（以下「地方局長」という。）を

経由するものとする。ただし、やむを得ない理由があると認めら

れるとき及び愛媛県森林組合連合会（以下「県森連」という。）

又は県木協組（以下「県森連等」という。）が当該書類を提出し

ようとするときは、森林組合又は県木協組（以下「事務取扱機

関」という。）を通じる必要は、ないものとする。

２ 省略

３ 第６条第３項の規定により知事に提出する書類は、当該書類を

提出しようとする者が第４条第１項第１号に掲げる者、第１号団

体、同項第４号 に掲げる者及び第１号連携認定中小企業者であ

るときは森林組合を通じ、及び県森連を経由して、第４条第１項

第２号に掲げる者、第２号団体及び第２号連携認定中小企業者で

あるときは県木協組を経由して知事に提出しなければならない。

ただし、やむを得ない理由があると認められるときは、森林組合

を通じる必要はないものとする。

４ 省略

５ 第９条第１項（前条第１項において準用する場合を含む。）、

前条第１項において準用する第６条第１項及び前条第１項におい

て準用する第１２条第２項の規定により知事に提出する書類は、地

方局長を経由しなければならない。

様式第１号（第５条、第６条、第１５条関係） 林業・木材産業改善

資金貸付資格認定申請書

をその地区内に含む森林組合法（昭和５３年

法律第３６号）第９条第２項第１号に掲げる事業を行う森林組合

（以下「森林組合」という。）を、第４条第１項第２号に掲げる

者及び同項第３号に掲げる者（同項第２号に掲げる者の組織する

団体に限る。以下「第２号団体」という。）

であるときは愛媛県木材製材協同組合（以下「県木協組」とい

う。）を通じ、所轄の地方局長（以下「地方局長」という。）を

経由するものとする。ただし、やむを得ない理由があると認めら

れるとき及び愛媛県森林組合連合会（以下「県森連」という。）

又は県木協組（以下「県森連等」という。）が当該書類を提出し

ようとするときは、森林組合又は県木協組（以下「事務取扱機

関」という。）を通じる必要は、ないものとする。

２ 省略

３ 第６条第３項の規定により知事に提出する書類は、当該書類を

提出しようとする者が第４条第１項第１号に掲げる者、第１号団

体及び同項第４号に掲げる者 であ

るときは森林組合を通じ、及び県森連を経由して、第４条第１項

第２号に掲げる者及び第２号団体 で

あるときは県木協組を経由して知事に提出しなければならない。

ただし、やむを得ない理由があると認められるときは、森林組合

を通じる必要はないものとする。

４ 省略

５ 第９条第１項（前条第１項において準用する場合を含む。）、

前条第１項において準用する第６条第１項及び同条第１項におい

て準用する第１２条第２項の規定により知事に提出する書類は、地

方局長を経由しなければならない。

様式第１号（第５条、第６条、第１５条関係） 林業・木材産業改善

資金貸付資格認定申請書

省略 省略

林業・木材産業改善措置（支援措置）に関する計画 林業・木材産業改善措置 に関する計画

林業・

木材産

業改善

措 置

（支援

措置）

の目標

省略 林業・

木材産

業改善

措 置

の目標

省略

林業・

木材産

業改善

措 置

（支援

措置）

の内容

省略 林業・

木材産

業改善

措 置

の内容

省略

林業・

木材産

業改善

措 置

（支援

項

目

年度別の事業量 林業・

木材

産業

改善

措置

林業・

木材産

業改善

措 置

項

目

年度別の事業量 林業・

木材

産業

改善

措置

年

度

（

月

年

度

年

度

年

度

年

度

年

度

年

度

年

度

（

月

年

度

年

度

年

度

年

度

年

度

年

度
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措置）

の実施

時期

日） （支

援措

置）

の対

象

の実施

時期

日）

の対

象

省

略

省

略

記載要領 １ 全体の工程が明らかになるよう、林

業・木材産業改善措置（支援措置）につ

いては当該措置に係る事業及びその運用

計画を明らかにするとともに、林業・木

材産業改善措置（支援措置）以外の措置

についても必要に応じ記載すること。

２ 年度別の事業量欄は、当該認定に係る

林業・木材産業改善措置（支援措置）に

係る事業の完了予定月日を括弧書きで記

載するとともに、年度別の運用計画を生

産量、販売量、購入量、実施面積等の事

業量で記載すること。

３ 林業・木材産業改善措置（支援措置）

の対象の欄は、林業・木材産業改善措置

（支援措置）として行う項目につき、○

印を付すこと。

記載要領 １ 全体の工程が明らかになるよう、林

業・木材産業改善措置 につ

いては当該措置に係る事業及びその運用

計画を明らかにするとともに、林業・木

材産業改善措置 以外の措置

についても必要に応じ記載すること。

２ 年度別の事業量欄は、当該認定に係る

林業・木材産業改善措置 に

係る事業の完了予定月日を（ ）書で記

載するとともに、年度別の運用計画を生

産量、販売量、購入量、実施面積等の事

業量で記載すること。

３ 林業・木材産業改善措置

の対象の欄は、林業・木材産業改善措置

として行う項目につき、○

印を付すこと。

林業・

木材産

業改善

措 置

（支援

措置）

を実施

するの

に必要

な資金

の額及

びその

調達方

法

省略 林業・

木材産

業改善

措 置

を実施

するの

に必要

な資金

の額及

びその

調達方

法

省略

記載要領 総事業費の区分の欄は、機械・施設の導

入、間伐の実施、作業路の開設、立木の購入

等の取組の具体的な内容を記載すること。ま

た、資材購入等の林業・木材産業の経営改善

に伴い必要となる改善（支援）措置も区分し

て記載すること。

記載要領 総事業費の区分の欄は、機械・施設の導

入、間伐の実施、作業路の開設、立木の購入

等の取組の具体的な内容を記載すること。ま

た、資材購入等の林業・木材産業の経営改善

に伴い必要となる改善措置 も区分し

て記載すること。

注１ 省略

２ 不要の文字は、抹消すること。

様式第１２号（第１５条関係） 林業・木材産業改善資金県貸付金事業

実施報告書

注 省略

様式第１２号（第１５条関係） 林業・木材産業改善資金県貸付金事業

実施報告書

省略 省略

注１ 省略

２ 林業従事者等又は認定中小企業者から提出のあった林業・

木材産業改善資金事業実施報告書（様式第６号）の写しを添

付すること。

様式第１３号（第１５条関係） 林業・木材産業改善資金県貸付金償還

金支払猶予申請書

注１ 省略

２ 林業従事者等 から提出のあった林業・

木材産業改善資金事業実施報告書（様式第６号）の写しを添

付すること。

様式第１３号（第１５条関係） 林業・木材産業改善資金県貸付金償還

金支払猶予申請書

省略 省略

注１ 省略

２ 林業従事者等又は認定中小企業者から提出のあった林業・

注１ 省略

２ 林業従事者等 から提出のあった林業・
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�愛媛県告示第１３６８号
愛媛県漁業調整規則（昭和４３年愛媛県規則第２２号）第８条第２項

（同規則第２１条第３項において準用する場合を含む。）の規定に基

づき、瀬戸内海を操業区域とする小型機船底びき網漁業の許可又は

起業の認可を申請すべき期間を次のように定める。

平成２２年１２月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

許可又は起業の認可を申請すべき期間

平成２２年１２月７日から１２月２０日まで

�������
�愛媛県告示第１３６９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

西条市庄内土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した

旨の届出があった。

平成２２年１２月７日

愛媛県東予地方局長 佐 伯 隆 志

就 任

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 日和佐 直 西条市大野２６６番地１

〃 長 井 昭 次 西条市黒谷甲４５１番地

〃 渡 部 久 男 西条市河之内甲１０１番地

〃 栗 原 弘 行 西条市実報寺甲５７１番地１

〃 長谷部 萬 平 西条市福成寺甲２０番地

〃 武 田 喜 義 西条市実報寺甲１６９番地１

〃 山 内 勝 利 西条市河之内甲２９１番地

〃 行 本 國 夫 西条市福成寺甲３１５番地２

〃 芥 川 繁 幸 西条市大野３２８番地１

〃 柳 瀬 敏 夫 西条市大野２７４番地１

〃 浅 山 真 治 西条市旦之上甲１４５１番地１

〃 長 井 一 郎 西条市旦之上甲１３５番地

〃 目見田 篤 記 西条市旦之上甲６１５番地

〃 飯 尾 力 西条市福成寺甲７７番地

〃 竹 田 明 世 西条市実報寺甲５６１番地３

〃 武 田 英 雄 西条市旦之上甲６８９番地

〃 長 井 忍 西条市黒谷甲４５０番地

監 事 武 田 直 政 西条市実報寺甲３２番地

〃 藤 井 剛 西条市旦之上甲１９８番地１

〃 長谷部 幸 次 西条市福成寺甲１８番地

〃 山 内 卓 也 西条市河之内甲８５９番地

〃 飯 尾 育 子 西条市大野１４０番地

〃 眞 鍋 幸 正 西条市宮之内２２番地

退 任

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 日和佐 直 西条市大野２６６番地１

〃 日和佐 勝 西条市大野２６４番地

〃 渡 部 久 男 西条市河之内甲１０１番地

〃 近 藤 正 幸 西条市旦之上甲７１８番地

〃 栗 原 弘 行 西条市実報寺甲５７１番地１

〃 近 藤 康 伸 西条市旦之上甲３０１番地１

〃 長 井 晃 西条市旦之上甲１１８４番地

〃 青 野 芳 光 西条市旦之上甲６６４番地

〃 長 井 昭 次 西条市黒谷甲４５１番地

〃 長 井 忠 由 西条市黒谷乙１８番地２

〃 長谷部 萬 平 西条市福成寺甲２０番地

〃 芥 川 勝 臣 西条市福成寺甲５７７番地

〃 山 内 直 西条市福成寺甲８０番地

〃 黒 瀬 一 弘 西条市大野３１３番地

〃 四之宮 裕 隆 西条市実報寺甲９７７番地

〃 武 田 喜 義 西条市実報寺甲１６９番地１

〃 山 内 勝 利 西条市河之内甲２９１番地

監 事 武 田 直 政 西条市実報寺甲３２番地

〃 長谷部 篤 行 西条市大野３１８番地

〃 尾留川 恒 夫 西条市福成寺甲３６０番地

〃 山 内 重 喜 西条市河之内甲８５９番地

〃 藤 井 剛 西条市旦之上甲１９８番地１

〃 柳 瀬 敏 夫 西条市大野２７４番地１

�������
�愛媛県告示第１３７０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

西条市飯岡土地改良区の定款の変更を認可した。

平成２２年１２月７日

愛媛県東予地方局長 佐 伯 隆 志

�������
�愛媛県告示第１３７１号
伊予市から協議のあった市営土地改良事業（農業用用排水施設整

備事業・赤坂地区）の施行は、適当と認められるので、土地改良法

（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第５項において準用する同法

第８条第６項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成２２年１２月７日

愛媛県中予地方局長 門 屋 � 三

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 市営土地改良事業（農業用用排水施設整備事業・赤坂地区）

計画書の写し

� 伊予市営土地改良事業等の分担金の賦課徴収に関する条例の

写し

２ 縦覧期間

平成２２年１２月８日から１月１２日まで

３ 縦覧場所

伊予市役所本庁

木材産業改善資金償還金支払猶予申請書（様式第８号）の写

しを添付すること。

木材産業改善資金償還金支払猶予申請書（様式第８号）の写

しを添付すること。

告 示
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�愛媛県告示第１３７２号
松前町から協議のあった町営土地改良事業（農業用用排水施設整

備事業・赤坂地区）の施行は、適当と認められるので、土地改良法

（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第５項において準用する同法

第８条第６項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成２２年１２月７日

愛媛県中予地方局長 門 屋 � 三

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 町営土地改良事業（農業用用排水施設整備事業・赤坂地区）

計画書の写し

� 松前町営土地改良事業の経費賦課徴収条例の写し

２ 縦覧期間

平成２２年１２月８日から１月１２日まで

３ 縦覧場所

松前町役場

�������
�愛媛県告示第１３７３号
久万高原町から協議のあった町営土地改良事業（農業用用排水施

設整備事業・大井手地区）の施行は、適当と認められるので、土地

改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第５項において準用す

る同法第８条第６項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供

する。

平成２２年１２月７日

愛媛県中予地方局長 門 屋 � 三

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 町営土地改良事業（農業用用排水施設整備事業・大井手地区）

計画書の写し

� 久万高原町分担金及び負担賦課徴収条例の写し

２ 縦覧期間

平成２２年１２月８日から１月１２日まで

３ 縦覧場所

久万高原町役場

�公 告

労働関係調整法（昭和２１年法律第２５号）第１８条第３号の規定によ

り調停の申請があったので、労働関係調整法施行令（昭和２１年勅令

第４７８号）第７条第２項の規定により次のとおり公表する。

平成２２年１２月７日

愛媛県労働委員会

会長 白 石 喜 �
１ 申請年月日

平成２２年１１月２５日

２ 関係当事者

申請者 松山市宮田町１３２番地

全国一般愛媛地方労働組合松山支部

執行委員長 山内 俊夫

松山市南高井町１４９１番地

全国一般愛媛地方労働組合松山支部

真光会分会

執行委員長 下田 健二

被申請者 松山市南高井町１４９１番地

財団法人 真光会

理事長 植田 孝一郎

３ 事業の種別

医療業

４ 調停事項

退職金規程見直しにおける団体交渉の誠実な実施及び促進

労働委員会公告

平成２２年１２月７日 発行
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